
 

 

No.231 

平成 30(2018)年 5 月                       

【働き方改革 法改正情報】年次有給休暇の付与義務 
 

第 196 回国会に提出されている働き方改革関連の法律案（※1）で、「年次有給休暇の付与義務」が導入さ

れる予定です。実際にはどのような内容なのか確認しておきます。※1 執筆時点（平成 30 年 5 月） 

 

【概要】   

１ 使用者は、年間１０日以上の年次有給休暇（以下年休という。）が付与される労働者に対し、そのうちの

５日については、付与された日より一年以内の期間に、時季を指定して与えなければならない。 

   ただし、労働者が自ら年休を取得した日数や、計画的付与により取得された年休の日数が年間５日以

上の場合は時季指定の必要はない。 

２ 一年以内の期間とは、年休が付与された日（基準日）から一年間をいう。 

ただし、最後に一年未満の期間が生じたときは当該期間。 

３ 有休付与日数が１０日未満のパートタイム労働者等については、付与義務の対象外。 

４ 施行予定日：平成３１年４月１日 

５ 罰   則：付与義務に違反した場合は、３０万円以下の罰金（労働基準法第 120 条改正案） 

 

使用者は、年間５日の年休を、必ず取得させなければなりません。そのため、取得状況の管理が重要に

なります。今後は、年次有給休暇の管理簿を作成・保存することが厚生労働省令で定められる予定です。 

   

【付与方法による注意点】 

                      

年休の付与の方法 注意点 

①入社日から６ヶ月経過した日を基準日とし

て個人ごとに付与する場合 

 

 

②基準日を統一して一斉付与する場合 

 

 

③年休の計画的付与制度を導入する場合  

（※2） 

①毎月、あるいは数か月ごとに取得状況をチェ

ックしなければならず、従業員の数が多いと

管理に手間がかかる。 

 

②年休がない労働者や年休が少ない労働者の取

り扱いが問題となる。 

 

③労使協定の準備、就業規則の改訂が必要。 

年休がない労働者や年休が少ない労働者の取

り扱いが問題となる。 

 

 

※2 年休の計画的付与制度とは 

   年休の付与日数のうち、５日を超える分について、使用者が計画的に付与すること。 

事業場全体の一斉付与、班別の交代制付与、個人別付与が考えられる。 

 

 

開東社会保険ニュース 

ホームページ（「開東社会」「かいとうしゃかい」で検索） http://www.kaito-sr.com/  
Facebook ページや、ブログも更新しています。  ※本記事の無断転載は禁止されております。 
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